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注　１　開発区域を工区に分割したときは、工区別の設計説明書を作成すること。

　　２　「設計の方針の目的」の欄には、宅地分譲、社員住宅、工場等の区分を記載すること。

　　３　「設計の方針の基本方針」の欄には、設計上考慮した周辺地との関連その他施行地区内の計画で特に配慮した事項を記載すること。

　　４　公共施設とは、道路、公園、下水道、緑地、広場、河川、運河、水路及び消防の用に供する貯水施設をいう。

　　５　公益的施設とは、教育施設、医療施設、交通施設、購買施設等

備考　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４とする。

